予算要求資料
平成28年度当初予算　支出科目　款：総務費　項：企画開発費　目：スポーツ振興対策費　
	事業名　強化指定交付金事業費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　 　　　　　　　　　　　　　　　　清流の国推進部 競技スポーツ課 競技スポーツ係 電話番号：058-272-1111（内2950）
                                   E-mail：c11173@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　　72,086千円   （前年度予算額：72,149千円）

＜財源内訳＞　

	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	72,149
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	72,149

	要求額
	72,086
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	72,086

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
    ・学校運動部やクラブが行う選手強化事業として、強化練習会や合宿、試合等の実施に対して助成する。

・昨年度まで、当事業によって強化された選手が、全国高校総体や全国中学校体育大会において入賞を果たしており、それぞれの所属で競技力向上に努めている。

・2018年に東海ブロックで開催される「全国高校総体」、また、2020年「東京オリンピックでの」県内出身者の出場やメダル獲得が望まれている。
（２）事業内容
　　・全国大会や県大会等の成績から、強化指定する学校部活動、クラブに対して、強化合宿や遠征、遠征、外部指導者に対する謝金等に要する経費を助成する。
（３）県負担・補助率の考え方

　　・県１０／１０
（４）類似事業の有無
　　有　オリンピックアスリート強化支援事業
　　・強化指定交付金事業は、中学生、高校生を対象とし、育成・強化を目的に中学校・高等学校、クラブに助成するのに対し、オリンピックアスリート強化支援事業は、中学校から成人までのトップアスリートを対象に、オリンピックにおける出場、入賞を目指し、個人へ助成することでピンポイントでの強化を目的としている。
３　事業費の積算内訳　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（千円）
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	交付金
	62,818
	合宿・遠征費等、指導者謝金の助成

	旅費
	5,808
	戦力調査・分析等旅費

	需用費
	2,043
	強化指定証関連経費、一般事務費

	役務費
	771
	スポーツ振興事業に要する事務経費

	使用料及び賃借料
	547
	会場等借り上げ料、レンタカー借り上げ、高速使用料

	負担金、補助金及び交付金
	66
	各種会費的負担金、講演会、講習会等参加料

	公課費
	33
	公用車重量税

	合計
	72,086
	


	　決定額の考え方　




４　参考事項
（1） 各計画での位置づけ

　　・岐阜県清流の国スポーツ推進条例第13条
　　・ぎふスポーツ推進計画

（2） 事業主体及びその妥当性
　　・競技力向上の基礎は、学校運動部が大きな役割を果たしており、県負担は妥当である。

事業評価調書
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
　中学・高校年代の優秀な選手・団体を育成・強化し、全国高等学校総合体育大会や全国中学生総合体育大会での入賞を目指すとともに、全国トップレベルで活躍できるよう競技力の向上を図る。
また、２０１８年に東海ブロックで開催される「全国高校総体」や２０２０年「東京オリンピック」を見据えて、中学・高校やクラブを指定し強化を図る。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	高等学校強化指定部

全国高校総体入賞割合
	（H　）
	２８％
（H24）
	３１％
（H25）
	２７％
（H26）
	３５％

（H28）
	77.1％


	中学校強化指定部

全国大会入賞割合
	（H　）
	１８％
（H24）
	１４％
（H25）
	１１％
（H26）
	２０％

（H28）
	55.0％



（前年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）

　高等学校45校92部、中学校32校34部、クラブ11クラブを強化指定し、県内合宿及び県外遠征等の経費や中学校･クラブの外部指導者に対する謝金を助成した。


（前年度の成果）

	· 前年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果
高等学校においては全国優勝の常連とも言えるホッケー・フェンシングに加えて、ボート・カヌー・剣道・卓球・ソフトテニス・アーチェリー・バスケットボールなどが、インターハイ等の全国大会において、優勝を狙うことができるレベルのチームに成長してきた。

また、中学校では、全国中学校体育大会においてソフトテニス、陸上、水泳が上位入賞を果たし事業の成果が表れている。


	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○

	　中学・高校年代の選手を強化することは、この年代における競技力の向上につながるだけでなく、大学生や社会人等の成年になってからの競技力向上にもつながっていくため、この事業を継続する必要性は高い。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

○
	　強化指定した部活動が、全国高校総体や全国中学生総体等において、全国を舞台に活躍する部活動が多くあり、事業が有効である。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

○

	　年度当初に県内４カ所で、説明会を実施し各指定部において、交付金を適切かつ有効に執行できるように指導している。また、強化練習や試合などに競技担当者が出向き、学校やクラブの担当者と連携を図り、円滑に事業が執行できるよう指導している。


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
　中学・高校年代の強化を進めてきた結果、全国レベルの大会において、成果を上げることができなかった学校、競技については、育成・強化方法、指導体制の見直しを図ることが大切であり、全国レベルの指導者を育成していくことも求められる。



（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか

　各競技において、今後の競技力向上を見据えると中学・高校年代の育成・強化に関しては、本事業の継続は不可欠である。
２０１８年度に東海ブロックで開催される全国高等学校総合体育大会に向け、強化拠点校を中心として指導体制を整えるとともに充実した助成が必要である。


